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１. 15年11月中間期の業績(平成15年6月1日～平成15年11月30日)
(1)経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
15年11月中間期 9,371 9.1 △ 1,836 － △ 1,755 －
14年11月中間期 8,514 △ 16.0 △ 2,208 － △ 2,130 －
15年5月期 37,308 △ 992 △ 881

百万円 ％ 円　　銭
15年11月中間期 △ 1,183 － △ 55.68
14年11月中間期 △ 1,455 － △ 67.94
15年5月期 △ 5,002 △ 233.48
(注)①期中平均株式数 15年11月中間期 21,264,374株 14年11月中間期 21,425,098株 15年 5月期 21,424,851株
     ②会計処理の方法の変更 無
     ③売上高､営業利益､経常利益､中間(当期）純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率であります｡

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 (注)15年11月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当            － 円 － 銭

15年11月中間期 4.00 －    特別配当            － 円 － 銭

14年11月中間期 4.00 －
15年5月期 － 8.00

(3)財政状態
株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円　　銭
15年11月中間期 42,764 21,593 50.5 1,030.61
14年11月中間期 48,719 26,365 54.1 1,230.61
15年5月期 47,009 22,871 48.7 1,067.52
(注)①期末発行済株式数　 15年11月中間期 　20,952,147株　14年11月中間期 　21,424,839株　15年5月期　21,424,489株

     ②期末自己株式数　　 15年11月中間期　     473,401株　14年11月中間期　           709株　15年5月期 　      1,059株

２. 16年5月期の業績予想(平成15年6月1日 ～平成16年5月31日)
　

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 35,100 270 80 4.00 8.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)                3円82銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
   今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

経　常　利　益

平成16年2月14日

総  資  産 株  主  資　本 １株当たり株主資本

平成16年1月16日

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当 期)純利益

売   上   高 営　業　利　益



前澤工業株式会社(第58期中間･個別）
１－１中間貸借対照表

区分 注記
番号

構成比
(%)

構成比
(%)

構成比
(%)

 　(資産の部)

Ⅰ流動資産

 1.現金及び預金 5,283 3,662 6,627

 2.受取手形 ＊2 2,920 2,684 4,318

 3.売掛金 4,553 4,923 6,076

 4.有価証券 4,197 1,468 4,190

 5.たな卸資産 15,532 13,588 10,095

 6.繰延税金資産 877 823 122

 7.金銭の信託 1,049 902 1,036

 8.その他 463 729 221

 9.貸倒引当金 △ 4 △ 29 △ 6

　流動資産合計 34,871 71.6 28,755 67.2 32,682 69.5

Ⅱ固定資産

 1.有形固定資産 ＊1

  (1)建物 2,784 2,652 2,687

  (2)機械及び装置 1,151 1,050 1,076

  (3)土地 3,760 3,760 3,760

  (4)その他 1,620 9,318 19.1 1,546 9,010 21.1 1,558 9,082 19.3

 2.無形固定資産 286 0.6 230 0.5 257 0.6

3.投資その他の資産

  (1)投資有価証券 2,687 3,972 3,970

  (2)繰延税金資産 650 0 121

  (3)その他 1,030 911 1,057

  (4)貸倒引当金 △ 125 4,242 8.7 △ 114 4,768 11.2 △ 161 4,987 10.6

　固定資産合計 13,847 28.4 14,008 32.8 14,326 30.5

 　資  産  合  計 48,719 100.0 42,764 100.0 47,009 100.0

－2－

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成15年5月31日現在)

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前中間会計期間末
(平成14年11月30日現在)

当中間会計期間末
(平成15年11月30日現在)



前澤工業株式会社(第58期中間･個別)

区分 注記
番号

構成比
(%)

構成比
(%)

構成比
(%)

 　(負債の部)

Ⅰ流動負債

 1.支払手形 3,779 2,952 7,241

 2.買掛金 4,428 4,234 5,356

 3.短期借入金 2,200 1,810  －

 4.未払法人税等 20 18 53

 5.前受金 10,311 6,838 6,175

 6.その他 1,397 1,795 1,768

　流動負債合計 22,137 45.4 17,650 41.3 20,595 43.8

Ⅱ固定負債

 １.退職給付引当金 － 3,171 3,305

 ２.役員退職慰労引当金 216 207 237

 ３.繰延税金負債 － 141 －

　固定負債合計 216 0.5 3,520 8.2 3,543 7.5

 　負債合計 22,353 45.9 21,170 49.5 24,138 51.3

 　(資本の部)

Ⅰ資本金 5,233 10.7 5,233 12.2 5,233 11.2

Ⅱ資本剰余金

 1.資本準備金 4,794 4,794 4,794

　　資本剰余金合計 4,794 9.8 4,794 11.2 4,794 10.2

Ⅲ利益剰余金

 1.利益準備金 561 561 561

 2.任意積立金 16,345 10,682 16,345

 3.中間未処分利益または損失(△) △ 440 319 △ 4,073

　　利益剰余金合計 16,465 33.8 11,563 27.0 12,833 27.3

Ⅳその他有価証券評価差額金 △ 127 △ 0.2 241 0.6 9 0.0

Ⅴ自己株式 △0 △0.0 △ 239 △ 0.6 △0 △0.0

 　資本合計 26,365 54.1 21,593 50.5 22,871 48.7

 　負 債 及 び 資 本 合 計 48,719 100.0 42,764 100.0 47,009 100.0

－3－

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成15年5月31日現在)

金額(百万円)

前中間会計期間末
(平成14年11月30日現在)

当中間会計期間末
(平成15年11月30日現在)

金額(百万円) 金額(百万円)



前澤工業株式会社(第58期中間･個別)
１－２中間損益計算書
　

区分 注記
番号

百分比
(%)

百分比
(%)

百分比
(%)

Ⅰ 売上高 8,514 100.0 9,371 100.0 37,308 100.0

Ⅱ 売上原価 6,715 78.9 7,571 80.8 30,416 81.5

 　　売上総利益 1,799 21.1 1,799 19.2 6,892 18.5

Ⅲ販売費及び一般管理費 4,007 47.0 3,636 38.8 7,884 21.1

 　　営業損失 2,208 △ 25.9 1,836 △ 19.6 992 △ 2.6

Ⅳ営業外収益 ＊１ 113 1.3 92 1.0 169 0.4

Ⅴ営業外費用 ＊2 35 0.4 10 0.1 58 0.2

 　　経常損失 2,130 △ 25.0 1,755 △ 18.7 881 △ 2.4

Ⅵ特別利益 ＊3 6 0.0 81 0.8  －  －

Ⅶ特別損失 ＊4 290 3.4 77 0.8 3,816 10.2

 　　税引前中間(当期)純損失 2,414 △ 28.4 1,752 △ 18.7 4,697 △ 12.6

 　　法人税、住民税及び事業税 20 24 101

 　　法人税等調整額 △980 △959 △ 11.3 △592 △568 △ 6.1 203 304 0.8

 　　中間(当期)純損失 1,455 △ 17.1 1,183 △ 12.6 5,002 △ 13.4

 　　前期繰越利益 1,014 1,503 1,014

 　　中間配当額  －  － 85

 　　中間(当期)未処分利益又は損失(△) △440 319 △4,073

当中間会計期間
自平成15年 6月 1日
至平成15年11月30日

－4－

前事業年度の
要約損益計算書
自平成14年 6月 1日
至平成15年 5月31日

前中間会計期間
自平成14年 6月 1日

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

至平成14年11月30日



前澤工業株式会社(第58期中間･個別)

＜中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞

１．資産の評価基準及び評価方法
(1)たな卸資産
　　先入先出法による原価法によっております。

(2)有価証券
 (イ)子会社株式
　　移動平均法による原価法によっております。

 (ロ)その他有価証券(時価のあるもの)
　　中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し､売却原価は移動
　　平均法により算定)によっております。

 (ハ)その他有価証券(時価のないもの)
　　移動平均法による原価法によっております。

(3)運用目的の金銭の信託
　　時価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産
　　定率法及び定額法によっております。
　　   建　物……定率法及び定額法
　　   その他……定率法
　　 (平成10年4月1日以降取得した建物(建物付属設備を除く)については､定額法を採用しております｡)
　　なお､主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 3～50年
機械装置及び運搬具 2～17年

(2)無形固定資産及び長期前払費用
　　定額法によっております。
　　なお､ｿﾌﾄｳｪｱ(自社利用分)については､社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております｡

３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定の
　　債権については個別に回収可能性を検討し､回収不能見積額を計上しております。

(2)退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間
　　会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　　数理計算上の差異については、発生年度末に全額損益処理しております。

　　(追加情報)
　　数理計算上の差異の処理方法を従来の10年による定額法により発生年度の翌期から費用処理する方法か
　　ら、前事業年度の下期において発生年度に全額損益処理する方法へ変更しました。また、会計基準変更
　　時差異の処理につきましても、従来の10年による均等額を費用処理する方法から、前事業年度の下期に
　　おいて一括して処理する方法に変更しました｡
　　なお、前中間期は変更後の方法によった場合に比べ、営業損失及び経常損失は174百万円多く､税引前中
　　間純損失は2,938百万円少なく計上されております。
　　
(3)役員退職慰労引当金
　　役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

４．リ－ス取引の処理方法
　　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　消費税等の会計処理の方法
　　税抜方式によっております。
　　なお、「仮払消費税等」及び「仮受消費税等」は相殺のうえ流動資産の「その他」に含めて表示して
　　おります。

－5－



前澤工業株式会社(第58期中間・個別)

注記事項
(中間貸借対照表関係)

*1 有形固定資産の減価償却累計額 *1 有形固定資産の減価償却累計額 *1 有形固定資産の減価償却累計額
11,969百万円 12,477百万円 12,314百万円

*2 中間会計期間末日満期手形の会計 *2 中間会計期間末日満期手形の会計 *2 期末日満期手形の会計処理につい
処理については、満期日に決済が 処理については、満期日に決済が ては、満期日に決済が行われたも
行われたものとして処理しており 行われたものとして処理しており のとして処理しております。なお、
ます。なお、当中間会計期間末日 ます。なお、当中間会計期間末日 当期末日が金融機関の休日であっ
が金融機関の休日であったため、 が金融機関の休日であったため、 たため、次の期末日満期手形を満
次の中間会計期間末日満期手形を 次の中間会計期間末日満期手形を 期日に決済が行われたものとして
満期日に決済が行われたものとし 満期日に決済が行われたものとし 処理しております。
て処理しております。 て処理しております。

受取手形 120百万円 受取手形 113百万円 受取手形 260百万円

(中間損益計算書関係)

*1 営業外収益の主要項目 *1 営業外収益の主要項目 *1 営業外収益の主要項目

受取利息 7百万円 受取利息 6百万円 受取利息 14百万円
受取配当金 89百万円 受取配当金 23百万円 受取配当金 121百万円
有価証券売却益 2百万円 有価証券売却益 41百万円 有価証券売却益 2百万円

*2 営業外費用の主要項目 *2 営業外費用の主要項目 *2 営業外費用の主要項目

支払利息 1百万円 支払利息 1百万円 支払利息 9百万円
信託運用損 29百万円 有価証券売却損 3百万円 信託運用損 43百万円

*3 特別利益の主要項目 *3 特別利益の主要項目
貸倒引当金戻入益 6百万円 有価証券売却益 73百万円

貸倒引当金戻入益 5百万円

*4 特別損失の主要項目 *4 特別損失の主要項目 *4 特別損失の主要項目

ゴルフ会員権
評価損 18百万円 有価証券評価損 3百万円

退職給付会計基準
変更時差異償却額 2,404百万円

有価証券評価損 215百万円
過年度未払
社会保険料 58百万円

過年度数理計算上
の差異一括償却額 707百万円
有価証券評価損 379百万円
たな卸資産評価損 229百万円

*5 当社が営む「水道用・環境衛生用 *5
機器事業」における売上高は、上
半期に比べ下半期に完成・納入す
る工事・製品の割合が大きいため、
事業年度の上半期の売上高及び営
業費用と下半期の売上高及び営業
費用の間に著しい相違があり、上
半期と下半期の業績に季節的変動
があります。

*6 減価償却実施額 *6 減価償却実施額 *6 減価償却実施額
有形固定資産 395百万円 有形固定資産 336百万円 有形固定資産 827百万円
無形固定資産 29百万円 無形固定資産 32百万円 無形固定資産 62百万円

(自　平成15年　6月1日　
至 平成15年11月30日）

前事業年度末
（平成15年5月31日）

(自　平成14年6月1日　
至 平成15年5月31日）

前事業年度

－6－

同左

当中間会計期間末
（平成15年11月30日）

前中間会計期間末
（平成14年11月30日）

当中間会計期間前中間会計期間

至 平成14年11月30日）
(自　平成14年　6月1日　



前澤工業株式会社（第58期中間・個別）

注記事項

(リース取引関係)

*1 リース物件の所有権が借主に移転 *1 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記 イナンス・リース取引に係る注記

① 支払リース料及び減価償却費 ① 支払リース料及び減価償却費

相当額 相当額

支払リース料 0百万円 支払リース料 0百万円

減価償却費
相当額 0百万円

減価償却費
相当額 0百万円

② 減価償却費相当額の算定方法 ② 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお 価額を零とする定額法によってお

ります。 ります。

*2 オペレーティング・リース取引に *2 オペレーティング・リース取引に *2 オペレーティング・リース取引に

係る注記 係る注記 係る注記

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

一年以内 1百万円 一年以内 1百万円 一年以内 1百万円

一年超 1百万円 一年超 -百万円 一年超 0百万円

合計 2百万円 合計 1百万円 合計 1百万円

前中間会計期間末(平成14年11月30日)、当中間会計期間末(平成15年11月30日)及び前事業年度末(平成15年5月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自　平成14年　6月1日　 (自　平成15年　6月1日　 (自　平成14年6月1日　

－7－

(有価証券関係)

至 平成14年11月30日） 至 平成15年11月30日） 至 平成15年5月31日）


